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１ 計画策定の経過等 

 

（１）計画策定の経過 

27 年２月３日 栃木県環境審議会【諮問】 

・ 計画の策定について 

・ 栃木県環境審議会廃棄物部会の設置について 

27 年６月 22 日 第１回栃木県環境審議会廃棄物部会【審議】 

・ 現状と課題、今後の検討の方向性等について 

27 年８月 計画策定に係る市町等との意見交換 

27 年９月 16 日 第２回栃木県環境審議会廃棄物部会【審議】 

・ 計画骨子案、具体的施策案等について 

27 年 11 月 10 日 第１回とちぎ環境立県推進本部会議【中間報告】 

 ・ 計画素案について 

27 年 11 月 25 日 栃木県環境審議会【中間報告】 

・ 計画素案について 

27 年 11 月 26 日 

～12 月 28 日 

市町意見照会 

 ・ 意見件数：３件（２市） 

関係団体意見照会 

・ 意見件数：２件（１団体） 

27 年 11 月 27 日 

～12 月 28 日 

パブリック・コメント 

 ・ 意見件数：０件 

28 年１月 29 日 第３回栃木県環境審議会廃棄物部会【審議】 

 ・ 計画案について 

28 年２月 17 日 栃木県環境審議会【答申】 

 ・ 計画の策定について 

28 年３月 28 日 第２回とちぎ環境立県推進本部会議【決定】 

 

 

（２）栃木県環境審議会廃棄物部会の構成 

部会長 喜内 敏夫 （一社）栃木県経営者協会地域環境委員会委員長 

部会委員 穐野 和人 栃木県土地改良事業団体連合会専務理事 

五味渕 秀幸 （一社）栃木県医師会副会長 

鈴木 昇 宇都宮大学大学院工学研究科教授 

専門委員 長岡 文明 ＢＵＮ環境課題研修事務所所長 

平田 耕一 エコシス・コンサルティング（株）代表取締役 

環境プランナーＥＲＯ 

宮脇 健太郎 明星大学理工学部教授 

※ それぞれ 50 音順 
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２
　
市
町
等
の
一
般
廃
棄
物
処
理
施
設
の
設
置
状
況
（
2
7
年
４
月
現
在
（
年
間
処
理
量
及
び
埋
立
容
量
は
2
5
年
度
、
残
余
容
量
は
2
5
年
度
末
現
在
の
状
況
）
）

（
１
）
焼
却
施
設

N
o
.

設
置
市
町
等

処
理
対
象
市
町

施
設
名

処
理
能
力

（
ｔ／
日
）

年
間
処
理
量

（
ｔ／
年
）

発
電
能
力

(k
W
)

1
南
清
掃
セ
ン
タ
ー

2
8
0

5
6
,8
9
6

―
2

ク
リ
ー
ン
パ
ー
ク
茂
原

3
9
0

1
0
3
,3
8
6

7
,5
0
0

3
足
利
市

南
部
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー

3
0
0

5
1
,8
3
8

―
4
栃
木
市

と
ち
ぎ
ク
リ
ー
ン
プ
ラ
ザ
ご
み
焼
却
施
設

2
3
7

4
5
,7
1
3

2
,5
0
0

5
葛
生
清
掃
セ
ン
タ
ー

8
0

9
,2
1
2

―
6

み
か
も
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー

1
2
8

2
6
,3
1
9

1
,9
9
0

7
鹿
沼
市

環
境
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー
ご
み
処
理
施
設

1
7
7

2
3
,3
5
3

―
8
日
光
市

日
光
市
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー

1
3
5

3
2
,1
0
4

2
,0
0
0

9
那
須
塩
原
市

那
須
塩
原
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー

1
4
0

3
7
,1
2
7

1
,9
9
0

1
0
壬
生
町

壬
生
町
清
掃
セ
ン
タ
ー
焼
却
施
設

7
0

1
1
,6
3
3

―
1
1
那
須
地
区
広
域
行
政
事
務
組
合

大
田
原
市
、
那
須
町

広
域
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー
大
田
原

1
2
0

2
9
,2
8
3

―
1
2
芳
賀
地
区
広
域
行
政
事
務
組
合

真
岡
市
、
益
子
町
、
茂
木
町
、
市
貝
町
、
芳
賀
町

芳
賀
地
区
エ
コ
ス
テ
ー
シ
ョ
ン

1
4
3

―
1
,9
7
0

1
3
南
那
須
地
区
広
域
行
政
事
務
組
合

那
須
烏
山
市
、
那
珂
川
町

保
健
衛
生
セ
ン
タ
ー

5
5

1
0
,8
7
6

―
1
4
塩
谷
広
域
行
政
組
合

矢
板
市
、
さ
く
ら
市
、
塩
谷
町
、
高
根
沢
町

塩
谷
広
域
環
境
衛
生
セ
ン
タ
ー

1
2
0

2
7
,7
1
1

―
1
5

中
央
清
掃
セ
ン
タ
ー

1
6
0

4
7
,7
9
7

―
1
6

北
部
清
掃
セ
ン
タ
ー

4
0

5
,8
2
0

―
1
6
施
設

2
,5
7
5

5
1
9
,0
6
8

1
7
,9
5
0

（
２
）
粗
大
ご
み
処
理
施
設
（
粗
大
ご
み
を
対
象
に
破
砕
、
圧
縮
等
の
処
理
及
び
有
価
物
の
選
別
を
行
う
施
設
）

N
o
.

設
置
市
町
等

処
理
対
象
市
町

施
設
名

処
理
能
力

（
ｔ／
日
）

年
間
処
理
量

（
ｔ／
年
）

1
宇
都
宮
市

宇
都
宮
市
、
下
野
市
（
石
橋
）
、
上
三
川
町

ク
リ
ー
ン
パ
ー
ク
茂
原
リ
サ
イ
ク
ル
プ
ラ
ザ

1
0

1
,2
2
7

2
足
利
市

南
部
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー
粗
大
ご
み
処
理
施
設

4
0

2
,3
0
1

3
栃
木
市

と
ち
ぎ
ク
リ
ー
ン
プ
ラ
ザ
リ
サ
イ
ク
ル
プ
ラ
ザ

2
9

4
,1
0
3

4
葛
生
清
掃
セ
ン
タ
ー

1
0

6
0
8

5
み
か
も
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー
リ
サ
イ
ク
ル
プ
ラ
ザ

1
0

1
,5
8
2

6
鹿
沼
市

環
境
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー
粗
大
ご
み
処
理
施
設

3
0

3
,2
1
0

7
日
光
市

日
光
市
リ
サ
イ
ク
ル
セ
ン
タ
ー
（
粗
大
ご
み
処
理
施
設
）

3
0

3
,5
5
8

8
那
須
塩
原
市

那
須
塩
原
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー

7
1
,1
4
4

9
那
須
地
区
広
域
行
政
事
務
組
合

大
田
原
市
、
那
須
町

広
域
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー
大
田
原

6
1
,8
4
4

1
0
芳
賀
地
区
広
域
行
政
事
務
組
合

真
岡
市
、
益
子
町
、
茂
木
町
、
市
貝
町
、
芳
賀
町

芳
賀
地
区
エ
コ
ス
テ
ー
シ
ョ
ン

1
4

―
1
1
南
那
須
地
区
広
域
行
政
事
務
組
合

那
須
烏
山
市
、
那
珂
川
町

保
健
衛
生
セ
ン
タ
ー

2
0

1
,2
4
8

1
2
塩
谷
広
域
行
政
組
合

矢
板
市
、
さ
く
ら
市
、
塩
谷
町
、
高
根
沢
町

塩
谷
広
域
環
境
衛
生
セ
ン
タ
ー

3
0

3
,3
8
2

1
3
小
山
広
域
保
健
衛
生
組
合

小
山
市
、
下
野
市
（
南
河
内
、
国
分
寺
）
、
野
木
町

中
央
清
掃
セ
ン
タ
ー
粗
大
ご
み
処
理
施
設

1
0
9

1
0
,9
6
5

1
3
施
設

3
4
5

3
5
,1
7
2

（
３
）
資
源
化
等
を
行
う
施
設
（
選
別
、
圧
縮
・
梱
包
等
の
施
設
、
高
速
堆
肥
化
施
設
）

N
o
.

設
置
市
町
等

処
理
対
象
市
町

施
設
名

処
理
能
力

（
ｔ／
日
）

年
間
処
理
量

（
ｔ／
年
）

1
宇
都
宮
市
、
下
野
市
（
石
橋
）
、
上
三
川
町

ク
リ
ー
ン
パ
ー
ク
茂
原
リ
サ
イ
ク
ル
プ
ラ
ザ

1
2
5

1
4
,0
6
0

2
宇
都
宮
市
、
上
三
川
町

エ
コ
プ
ラ
セ
ン
タ
ー
下
荒
針

3
6

3
,8
6
7

3
足
利
市

南
部
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー
リ
サ
イ
ク
ル
セ
ン
タ
ー

2
4
,2
5
4

4
と
ち
ぎ
ク
リ
ー
ン
プ
ラ
ザ
リ
サ
イ
ク
ル
セ
ン
タ
ー

2
0

1
,8
9
0

5
と
ち
ぎ
ク
リ
ー
ン
プ
ラ
ザ
リ
サ
イ
ク
ル
プ
ラ
ザ

3
0

6
1
1

6
葛
生
清
掃
セ
ン
タ
ー

2
4
8
1

7
み
か
も
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー
リ
サ
イ
ク
ル
プ
ラ
ザ

5
7
8
2

宇
都
宮
市

宇
都
宮
市
、
下
野
市
（
石
橋
）
、
上
三
川
町

佐
野
市

佐
野
市

小
山
広
域
保
健
衛
生
組
合

小
山
市
、
下
野
市
（
南
河
内
、
国
分
寺
）
、
野
木
町

計 計

宇
都
宮
市

栃
木
市

佐
野
市
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8
リ
サ
イ
ク
ル
セ
ン
タ
ー

4
8
4
7

9
新
リ
サ
イ
ク
ル
セ
ン
タ
ー

2
2
2
2

1
0
日
光
市

日
光
市
リ
サ
イ
ク
ル
セ
ン
タ
ー

1
0

―
1
1
那
須
塩
原
市

那
須
塩
原
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー

1
3

2
,0
6
4

1
2
茂
木
町

美
土
里
館

1
8

4
,0
5
4

1
3
高
根
沢
町

土
づ
く
り
セ
ン
タ
ー

2
4

3
,8
9
3

1
4
那
須
地
区
広
域
行
政
事
務
組
合

大
田
原
市
、
那
須
町

広
域
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー
大
田
原

1
4

8
3
3

1
5
芳
賀
地
区
広
域
行
政
事
務
組
合

真
岡
市
、
益
子
町
、
茂
木
町
、
市
貝
町
、
芳
賀
町

芳
賀
地
区
エ
コ
ス
テ
ー
シ
ョ
ン

5
―

1
6
南
那
須
地
区
広
域
行
政
事
務
組
合

那
須
烏
山
市
、
那
珂
川
町

保
健
衛
生
セ
ン
タ
ー

1
1
2
0

1
7
塩
谷
広
域
行
政
組
合

矢
板
市
、
さ
く
ら
市
、
塩
谷
町
、
高
根
沢
町

塩
谷
広
域
環
境
衛
生
セ
ン
タ
ー

0
2
1
0

1
7
施
設

3
1
1

3
8
,1
8
8

（
４
）
最
終
処
分
場

N
o
.

設
置
市
町
等

処
理
対
象
市
町

施
設
名

全
体
容
量

（
㎥
）

埋
立
容
量

（
m
3
／
年
）

残
余
容
量

（
m
3
）

1
宇
都
宮
市

宇
都
宮
市
、
下
野
市
（
石
橋
）
、
上
三
川
町

エ
コ
パ
ー
ク
板
戸

3
5
5
,0
0
0

8
,8
2
9

1
8
7
,9
9
3

2
足
利
市

小
俣
処
分
場

2
5
3
,0
0
0

7
,1
3
4

1
1
9
,7
3
6

3
鹿
沼
市

鹿
沼
フ
ェ
ニ
ッ
ク
ス

1
1
2
,0
0
0

5
,0
0
3

3
9
,6
8
3

4
日
光
市

今
市
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー
一
般
廃
棄
物
最
終
処
分
場

6
5
,9
0
0

7
7
3

3
,5
3
5

5
真
岡
市

真
岡
市
、
益
子
町
、
茂
木
町
、
市
貝
町
、
芳
賀
町

環
境
保
全
セ
ン
タ
ー

8
3
,5
5
0

1
,8
1
0

2
2
,4
9
6

6
那
須
塩
原
市

一
般
廃
棄
物
最
終
処
分
場

9
2
,7
0
4

5
,4
6
8

3
2
,8
9
6

7
壬
生
町

環
境
セ
ン
タ
ー

4
2
,5
0
0

1
,0
4
2

2
2
,2
7
9

8
那
須
地
区
広
域
行
政
事
務
組
合

大
田
原
市
、
那
須
町

黒
羽
グ
リ
ー
ン
オ
ア
シ
ス

1
7
3
,1
0
0

5
,6
6
5

6
0
,6
0
0

8
施
設

1
,1
7
7
,7
5
4

3
5
,7
2
4

4
8
9
,2
1
8

　
（
注
）
埋
立
容
量
に
は
覆
土
分
を
含
む
。

（
５
）
し
尿
処
理
施
設

し
尿

浄
化
槽
汚
泥
等

1
宇
都
宮
市

東
横
田
清
掃
工
場

1
8
5

8
,1
7
6

2
9
,8
3
1

2
足
利
市

東
部
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー

1
7
5

6
,5
9
6

2
3
,7
1
9

3
栃
木
市

衛
生
セ
ン
タ
ー

7
5

5
,1
3
0

1
9
,9
6
6

4
鹿
沼
市

環
境
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー

8
9

4
,5
7
9

1
4
,8
9
9

5
日
光
市

環
境
セ
ン
タ
ー

8
2

4
,7
4
1

1
2
,6
2
8

6
壬
生
町

ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー

3
6

1
,0
4
4

4
,3
0
8

7
第
１
衛
生
セ
ン
タ
ー

6
0

4
,4
0
3

1
3
,1
5
9

8
第
２
衛
生
セ
ン
タ
ー

1
5
0

9
,8
5
4

2
9
,5
5
3

9
佐
野
地
区
衛
生
施
設
組
合

栃
木
市
（
岩
舟
、
藤
岡
）
、
佐
野
市

衛
生
セ
ン
タ
ー

2
2
0

1
3
,8
2
7

2
4
,5
8
2

1
0

第
一
環
境
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー

9
0

3
,8
6
2

1
3
,3
6
5

1
1

第
二
環
境
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー

9
0

2
,6
4
2

8
,9
0
3

1
2
南
那
須
地
区
広
域
行
政
事
務
組
合

那
須
烏
山
市
、
那
珂
川
町

保
健
衛
生
セ
ン
タ
ー

7
0

3
,1
1
2

1
2
,5
8
7

1
3
塩
谷
広
域
行
政
組
合

矢
板
市
、
さ
く
ら
市
、
塩
谷
町
、
高
根
沢
町

し
お
や
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー

1
1
0

5
,2
1
6

2
5
,5
3
1

1
4
小
山
広
域
保
健
衛
生
組
合

小
山
市
、
下
野
市
、
上
三
川
町
、
野
木
町

小
山
広
域
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー

1
9
1

1
0
,0
2
4

3
3
,2
1
8

1
4
施
設

1
,6
2
3

8
3
,2
0
6

2
6
6
,2
4
9

（
６
）
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
プ
ラ
ン
ト

N
o
.

設
置
市
町
等

処
理
対
象
市
町

施
設
名

計
画
最
大
汚
水
量

（
㎥
／
日
）

年
間
処
理
量

（
㎥
/
年
）

1
足
利
市

堀
里
水
処
理
セ
ン
タ
ー

9
0
0

1
0
0
,2
2
4

1
施
設

9
0
0

1
0
0
,2
2
4

年
間
処
理
量
（
ｋ
ｌ／
年
）

施
設
名

処
理
能
力

（
kl
／
日
）

計 計

芳
賀
地
区
広
域
行
政
事
務
組
合

真
岡
市
、
益
子
町
、
茂
木
町
、
市
貝
町
、
芳
賀
町

那
須
地
区
広
域
行
政
事
務
組
合

大
田
原
市
、
那
須
塩
原
市
、
那
須
町

計計

N
o
.

設
置
市
町
等

処
理
対
象
市
町

鹿
沼
市
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23年４月 28年４月 33年４月 38年４月 43年４月

北 宇都宮
240
t/日

昭和
54年度

（休止中）

32年度
(190
t/日)

休止中 新設

南 宇都宮
280
t/日

昭和
62年度

―

茂原

宇都宮
下野
(石橋)
上三川

390
t/日

13年度 ―
改修（延命化）
について検討

壬生
70

t/日
11年度 ―

改修（延命化）
について検討

宇都宮
下野
(石橋)
上三川

355,000
㎥

187,993
㎥

16年度
31年度
(290,000

㎥)
新設　　 

壬生
42,500

㎥
22,279

㎥
８年度 ―

焼
却

日光
135
t/日

22年度 ―

最
終

日光 ―

焼
却

鹿沼
177
t/日

６年度 ― 改修（延命化） 新設について検討 

最
終

鹿沼
112,000

㎥
39,683

㎥
５年度 ―

真岡
100
t/日

元年度
（廃止
済み）

益子
茂木
市貝
芳賀

50
t/日

７年度
（廃止
済み）

真岡
83,550

㎥
22,496

㎥
４年度

益子
茂木
市貝
芳賀

20,820
㎥

０
㎥

５年度
（埋立
終了）

焼
却

那須烏山
那珂川

55
t/日

２年度 ― 　　改修（延命化） 新設について検討

最
終

那須烏山
那珂川

―

焼
却

矢板
さくら
塩谷
高根沢

120
t/日

２年度
30年度
(114
t/日)

新設

最
終

矢板
さくら
塩谷
高根沢

―

３　市町等における一般廃棄物処理施設（焼却施設及び最終処分場）の整備方針（27年度末現在）

地
域
ブ
ロ

ッ
ク

施
設
区
分

現行施設の状況

施設
更新
時期

改修（延命化）・新設の時期

施設設置
市町等名

処理
対象
市町

処理
能力

・
埋立
容量

残余
容量

（26年度
末現在）

稼働
開始
年度

日光市 民間委託（一部）

鹿沼市

鹿沼市

宇
都
宮

焼
却

宇
都
宮
市

芳
賀

焼
却

真岡市

日
光

日光市

鹿
沼

最
終

宇都宮市

壬生町

壬生町

26年度
(143
t/日)

南
那
須

南那須広域

芳賀郡中部

最
終

真岡市

28年度
(26,000

㎥)

芳賀郡中部

南那須広域 民間委託

塩
谷

塩谷広域

塩谷広域 民間委託

新設

〈芳賀広域〉

統合について検討

新設

〈芳賀広域〉
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23年４月 28年４月 33年４月 38年４月 43年４月

焼
却

栃木
237
t/日

14年度 ―
改修（延命化）
について検討

最
終

栃木 ―

中央 小山
160
t/日

昭和
61年度 第１期新設

　　　 第２期新設

北部
下野
(南河内)
(国分寺)

40
t/日

３年度

野木

最
終

小山
下野
(南河内)
(国分寺)
野木

―

焼
却

大田原
那須

120
t/日

14年度 ―
改修（延命化）
について検討

最
終

大田原
那須

173,100
㎥

60,600
㎥

９年度
34年度
（66,000

㎥）
　　新設

焼
却

那須塩原
140
t/日

21年度 ―

最
終

那須塩原
92,704

㎥
32,896

㎥
７年度 ― 新設について検討

焼
却

足利
300
t/日

昭和
58年度

― 新設について検討　

最
終

足利
253,000

㎥
119,736

㎥
11年度 ― 新設について検討

佐野 佐野
128
t/日

19年度 ―

葛生 佐野
79.5
t/日

６年度 ―

最
終

佐野 ―

改修（延命化）・新設の時期

小山広域

地
域
ブ
ロ

ッ
ク

施
設
区
分

現行施設の状況

栃
木

栃木市

小
山

焼
却

民間委託

第１期
28年度

(70
t/日)

第２期
35年度
(140
t/日)

施設設置
市町等名

処理
対象
市町

処理
能力

・
埋立
容量

残余
容量

（26年度
末現在）

稼働
開始
年度

栃木市 民間委託

小
山
広
域

民間等委託

施設
更新
時期

那
須

那須広域

那須広域

那須塩原市

那須塩原市

両
毛

足利市

足利市

焼
却

佐
野
市

佐野市 民間委託

下野市（石橋）の処理について検討

（生ごみを除く。）

統合について検討
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４
　
県
内
に
お
け
る
産
業
廃
棄
物
の
品
目
別
・
業
種
別
の
排
出
量
（
2
5
年
度
）

〔
単
位
：
ｔ/
年
〕

8
,1
3
3
,5
0
3

2
,8
3
7
,6
8
4

1
,1
2
8
,8
1
5

4
,1
6
7
,0
0
4

1
,1
5
3
,5
3
9

1
,5
8
4
,7
1
2

1
,2
1
4
,8
2
9

8
,6
2
7

2
,4
2
9

1
7
,2
5
8

2
,7
7
6

5
,3
1
3

2
,5
4
4

1
0
,4
7
5

6
,7
0
3

1
5
7
,7
9
9

2
,1
6
3

2
,1
6
3

4
0
4

1
,7
4
9

1
0

3
,0
6
0
,3
3
6

1
,1
2
8
,5
5
2

1
,9
3
1
,7
8
4

3
6
,8
3
0

6
8
3
,3
0
4

1
,2
0
3
,2
5
0

2
4
2

1
,8
3
7

5
5

3
,2
4
5

1
,9
2
7

2
7
7

8
1
2

5

4
5
,3
6
4

4
5
,3
6
4

1
7
9

3
7
,5
5
8

3
2
2
7

4
,8
7
5

3
8

3
9

1
2
2

1
,0
3
4

1
,3
8
8

1
2
,2
3
3

1
2
,2
3
3

1
2
,1
4
7

5
4

3
2

1
3
,2
8
1

1
3
,2
8
1

2
6

1
0
,3
1
6

1
6

6
7
8

6
2
8
7

1
2

8
1

1
,8
5
9

1
6
3
,9
5
8

3
,1
3
6

2
5
3

1
6
0
,5
6
9

1
5
,0
1
1

1
0
1
,2
3
2

8
2

1
9
3

1
,3
5
8

6
,3
4
3

3
3
9

8
9
2

6
1
1

9
1
8

2
,4
7
2

3
1
,1
1
8

2
2
,5
1
6

2
2
,5
1
6

5
,8
9
5

1
6
,6
2
1

1
6
3
,1
5
9

9
1
6
3
,1
5
0

7
3
,3
2
3

8
7
,5
5
5

2
1
6

4
2

1
,8
9
6

1
1
6

2

4
6
9

4
6
9

4
3
9

3
0

3
1
,4
6
4

3
1
,4
6
4

3
1
,4
6
4

1
,2
5
3

1
,2
5
3

1
,2
5
3

5
6
8

5
6
8

9
7

4
6
8

3

1
1
6
,9
4
9

1
1
6
,9
4
9

9
,1
5
3

9
8
,5
4
2

9
2

1
2
9

3
4
2

3
,1
1
7

3
3

1
3
2

3
7
3

9
9
2

4
,3
4
1

1
2
1
,6
0
9

1
1
2
1
,6
0
8

3
3
,9
2
3

8
6
,1
8
4

2
2
9

3
2
0

3
1
7

3
6
6

5
5

1
4

2
0

4
7
7

3
3
9
,4
3
9

3
3
9
,4
3
9

3
3
9
,1
9
0

1
9

2
3
0

9
7
3
,6
7
1

9
7
3
,6
7
1

9
4
5
,0
5
9

9
,3
1
5

1
0
,9
2
2

8
,3
0
2

8
4
1

1
3

1
1

2
,8
3
0
,0
0
0

2
,8
3
0
,0
0
0

4
,5
4
8

4
,5
4
8

9
,3
0
7

9
,3
0
7

9
,3
0
5

2

3
2
,5
8
2

3
2
,5
8
2

3
2
,5
8
2

7
0
,5
8
3

7
0
,5
8
3

6
1
8

5
9
,7
3
2

2
5
1

3
0

2
5
0

2
9
,1
1
2

2
8

5
6
0

1
1
8
,0
5
1

1
1
8
,0
5
1

1
1
8
,0
5
1

（
注
）
　
合
計
値
は
農
業
・
鉱
業
に
係
る
も
の
を
含
む
。
農
業
に
係
る
数
値
は
県
農
政
部
の
調
査
結
果
、
鉱
業
に
係
る
数
値
は
平
成
2
6
年
度
栃
木
県
産
業
廃
棄
物
実
態
調
査
に
基
づ
く
も
の
で
あ
る
。

合
計

農
業

鉱
業

建
設
業

製
造
業

小
計

農
業
及
び
鉱
業

を
除
く
。

医
療

福
祉

サ
ー
ビ
ス
業

電
気
・
ガ
ス
・

水
道
業

情
報
通
信
業

運
輸
業

卸
売
業

小
売
業

物
品
賃
貸
業

木
く
ず

自
動
車
解
体
業

合
計

燃
え
殻

汚
泥

学
術
研
究

専
門
・
技
術

サ
ー
ビ
ス
業

生
活
関
連

サ
ー
ビ
ス
業

動
植
物
性
残
さ

動
物
系
固
形
不
要
物

ゴ
ム
く
ず

金
属
く
ず

ガ
ラ
ス
陶
磁
器
く
ず

廃
油

廃
酸

廃
ア
ル
カ
リ

廃
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
類

紙
く
ず

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
業
種

品
目

特
別
管
理
産
業
廃
棄
物

使
用
済
自
動
車

鉱
さ
い

が
れ
き
類

動
物
の
ふ
ん
尿

動
物
の
死
体

ば
い
じ
ん

建
設
混
合
物

繊
維
く
ず

 66 



５
　
県
内
で
排
出
さ
れ
た
産
業
廃
棄
物
の
品
目
別
の
処
理
状
況
（
2
5
年
度
）

〔
単
位
：
ｔ/
年
〕

4
,1
6
7
,0
0
4

1
6
,5
1
4

1
2
,4
4
5

2
,0
5
5
,7
3
4

2
,0
8
0
,0
5
0

1
4
8
,5
1
9

2
,0
9
8

1
7
2
,5
4
0

1
,7
3
2
,1
6
5

1
,9
5
0
,9
2
5

7
4
,7
8
4

2
2
6
,8
8
1

2
,1
1
5
,9
5
8

2
,6
7
3

1
,9
5
9
,0
4
6

8
9
,3
2
7

2
,1
6
3

2
7
0

1
,8
9
3

1
,7
5
2

1
4
1

1
,7
5
2

4
1
1

1
,9
3
1
,7
8
4

1
0

1
,3
1
6

1
,8
0
6
,1
4
1

1
2
2
,0
9
3

4
,6
1
6

1
,8
9
2

8
9
,5
7
3

1
,7
0
9
,6
8
7

1
4
6
,1
8
4

1
3
,5
1
7

5
1
,9
6
5

1
5
0
,8
1
0

2
,5
9
7

1
,7
6
1
,6
5
2

1
6
,7
2
5

4
5
,3
6
4

2
,8
5
2

4
,5
8
3

3
7
,9
2
9

2
,9
7
9

1
,6
0
4

1
8
,6
7
4

2
6
4

2
1
,9
7
0

2
1
,5
2
6

2
3
,5
7
4

2
6
4

1
2
,2
3
3

1
1
2
,2
3
2

1
1
,7
3
8

3
8
4

1
0
,1
1
0

1
,7
3
8

1
0
,1
1
1

3
8
4

廃
ア
ル
カ
リ

1
3
,2
8
1

3
2
,1
8
8

1
1
,0
9
0

3
8
4

1
,8
0
4

2
,6
8
5

2
6
0

8
,5
2
9

2
,6
8
8

1
0
,3
3
3

2
6
0

廃
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
類

1
6
0
,5
6
9

1
0
,3
2
9

1
,8
5
0

1
5
,4
6
8

1
3
2
,8
9
5

8
,3
5
2

4
4

2
,4
7
0

4
,6
0
2

7
4
,1
4
5

1
2
,6
0
7

4
8
,6
1
3

9
2
,8
2
6

2
7

5
3
,2
1
5

1
4
,5
0
1

紙
く
ず

2
2
,5
1
6

1
,3
5
3

1
6
7
3

2
0
,4
8
9

2
0
3

7
7

3
9
3

1
8
,0
4
4

1
3
6

2
,3
8
6

1
9
,6
0
0

2
,7
7
9

1
3
7

木
く
ず

1
6
3
,1
5
0

2
7

5
8
2

2
3
,7
8
3

1
3
8
,7
5
8

1
5
,1
8
4

2
7
6
6

7
,8
1
1

9
3
,6
2
5

4
,1
2
1

4
1
,7
7
8

1
0
8
,8
3
6

2
0

4
9
,5
8
9

4
,7
0
5

繊
維
く
ず

4
6
9

2
4
6
7

1
1

3
2
6

3
6

1
0
6

3
2
6

1
0
7

3
6

動
植
物
性
残
さ

3
1
,4
6
4

4
,4
3
9

2
7
,0
2
5

3
,2
1
3

7
7
6

4
5
0

2
2
,2
5
1

7
2
8

4
,8
2
2

2
5
,4
6
4

5
,2
7
2

7
2
8

動
物
系
固
形
不
要
物

1
,2
5
3

4
1

1
,2
1
2

1
2

2
9

1
,2
1
2

1
2

1
,2
1
2

2
9

1
2

ゴ
ム
く
ず

5
6
8

5
6
8

1
6
1

2
5
8

1
4
9

1
6
1

1
4
9

2
5
8

金
属
く
ず

1
1
6
,9
4
9

2
2

4
9

1
5
,1
2
7

1
0
1
,7
5
1

1
4
,4
8
3

1
6
4
3

1
0
1
,6
5
2

7
4
2

1
1
6
,1
5
7

7
9
2

1
2
1
,6
0
8

1
,0
1
6

1
,6
9
3

1
1
8
,8
8
9

8
4
4

3
7

8
1
2

1
0
4
,7
5
8

1
4
,9
4
3

1
0
5
,6
0
2

1
0

1
5
,9
9
6

鉱
さ
い

3
3
9
,4
3
9

3
,5
4
1

2
3
,7
3
2

3
1
2
,1
6
6

2
3
,7
1
3

3
1
1
,5
5
5

6
1
1

3
3
5
,2
6
8

1
9

4
,1
5
2

が
れ
き
類

9
7
3
,6
7
1

1
,9
0
5

2
,3
2
2

6
0
,1
5
2

9
0
9
,2
9
2

5
7
,1
7
9

1
2
2

2
,8
5
1

9
0
1
,3
1
6

1
0
,8
2
7

9
6
0
,4
0
0

1
3
,2
7
1

ば
い
じ
ん

9
,3
0
7

4
2
5

8
,8
8
2

8
,6
5
7

2
2
5

8
,6
5
7

6
5
0

3
2
,5
8
2

8
1
4

1
6
3

3
1
,6
0
5

1
6
3

1
0
,3
2
2

1
3
,1
3
7

8
,3
0
9

1
0
,3
2
2

8
,3
0
9

1
3
,9
5
1

引
火
性
廃
油

7
,4
8
5

1
3

4
6
1

7
,0
1
1

4
5
2

1
8

3
,3
0
5

7
0

3
,6
3
7

3
,7
7
0

3
,6
4
5

7
0

腐
食
性
廃
酸

1
8
,4
2
3

5
,9
3
8

1
2
,4
8
5

1
7
3

5
,7
6
5

2
,5
9
1

5
2
3

9
,5
4
4

2
,5
9
1

1
5
,3
0
9

5
2
3

腐
食
性
廃
ア
ル
カ
リ

7
,0
1
4

7
,0
1
4

1
,1
9
2

3
0

5
,7
9
2

1
,1
9
2

5
,7
9
2

3
0

感
染
性
産
業
廃
棄
物

9
,1
9
3

1
1

9
,1
8
2

1
1
0

2
,0
6
9

4
5
1

6
,6
6
3

2
,0
6
9

6
,6
7
3

4
5
1

特
定
有
害
産
業
廃
棄
物

2
8
,4
6
8

2
5
9

2
8
,2
0
9

2
4
,9
4
0

7
6
1

2
,5
0
8

2
4
,9
4
0

2
,5
0
8

1
,0
2
0

1
1
8
,0
5
1

9
1
,1
3
8

2
6
,9
1
3

2
0
,2
8
0

7
0
,8
5
8

9
7
,7
7
1

1
1
8
,0
5
1

委
託
処
理
後

再
生
利
用
量

委
託
処
理
後

最
終
処
分
量

排
出
量

直
接

再
生
利
用
量

直
接

最
終
処
分
量

自
己

中
間
処
理
量

直
接
委
託

中
間
処
理
量

合
計

自
己
処
理
後

再
生
利
用
量

自
己
処
理
後

最
終
処
分
量

自
己
中
間
処
理
後

委
託
中
間
処
理
量

自
己
処
理

減
量
化
量

委
託
処
理

減
量
化
量

再
生
利
用
量

保
管
量

減
量
化
量

最
終
処
分
量

特 別 管 理 産 業 廃 棄 物 使
用
済
自
動
車

燃
え
殻

汚
泥

廃
油

廃
酸

ガ
ラ
ス
陶
磁
器
く
ず

建
設
混
合
物

 67 



６ 県政世論調査の結果の概要 

 

（１）調査の概要 

ア 調査対象  県内に居住する満 20歳以上の男女 2,000 人 

イ 調査時期  27 年５月 21日～27 年６月 12日 

ウ 回収率   65.8%（1,316 人（男性 609 人、女性 671 人、無回答 36人）） 

 

（２）産業廃棄物処理施設に関する調査結果 

ア 廃棄物処理施設を見学した経験 
（選択回答） 

イ 見学経験のある方が見学した施設の種類 
（複数選択可） 

 
 
ウ 産業廃棄物処理施設のイメージ 

（複数選択可） 

 
エ 産業廃棄物処理施設を知るために県に求めること 

（２つまで選択可） 

 
 
オ 家の近くに産業廃棄物処理施設ができるとし

た場合（選択回答） 

 
カ 「条件付きで認める」を選んだ方が求める条件 

（複数選択可） 

 

 

（ｎ＝1,316）

ない
69.1%

無回答
0.7%

ある
30.2%

（ｎ＝397）

一般廃棄物を処理する施設

産業廃棄物を処理する施設

施設の種類はわからない

無回答

88.7

27.5

3.5

0.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90（％）

（ｎ＝1,316）

資源のリサイクルに取り組んでいる

環境汚染や健康被害のおそれがある

公害防止対策がきちんとされている

地域の印象が悪くなる

どのようなことをしているのかよくわからない

火災等の事故があり危険である

その他

特にイメージはない

無回答

59.5

33.9

29.4

15.5

11.6

10.4

1.3

6.2

2.2

0 10 20 30 40 50 60（％）
（ｎ＝1,316）

施設を実際に見学できるイベントの開催

広報誌やパンフレットによる情報提供

テレビなどによる施設の紹介

インターネットによる施設の紹介

シンポジウムやフォーラム等の開催

その他

わからない

無回答

49.6

45.9

32.2

26.7

5.9

0.8

6.7

1.9

0 10 20 30 40 50（％）

（ｎ＝1,316）

条件付で
認める
37.6%

認める
4.0%

絶対認めない
29.0%

無回答
1.2%

わからない
28.2%

（ｎ＝495）

環境汚染を引き起こさないことについて
納得のいく説明がされる

万が一事故等があった場合に事業者が
全責任をとってくれる

自由に施設に立ち入ることができ、安全
性について自分の目で確認できる

事業者が信頼できる

周辺の道路や公民館等が新しく整備される

その他

無回答

85.1

74.7

53.1

44.2

26.3

5.7

0.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90（％）
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７ 排出事業者向けアンケート調査の結果の概要 

 

（１）調査の概要 

ア 調査対象  県内に所在する 89,194 事業所（24 年経済センサス活動調査に基づく）か

ら、業種等を考慮して抽出した 6,011 事業所 

  イ 調査時期  26 年８月 27日～26 年９月 30 日 

  ウ 回収率   49.8%（2,969 事業所） 

 

（２）調査結果 

  ア 産業廃棄物の排出抑制（減量化）及び資源循環（再利用・再資源化）の取組状況 

 

取り組んでいる 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・取り組んでいる    1,951 （66％） 

・取り組んでいない    996 （34％） 

（無回答 22） 

取組内容（複数選択可）       （注）［］内の数字は 20 年度調査時の順位 

１ 産業廃棄物の分別を徹底             1,565（80％）［１］ 

２ 社員教育を徹底                 1,195（61％）［２］ 

３ 減量化・再資源化計画を策定し、計画的に推進     758（39％）［３］ 

４ 再生資源（原料）・再生品を積極的に利用      631（32％）［５］ 

５ 減量化・再利用・再資源化の目標値を設定      576（30％）［４］ 

６ 他事業所へ再生資源（原料）･再生品として提供    361（19％）［６］ 

７ 減量化・再資源化施設を整備            177（ 9％）［７］ 

８ 減量化・再利用・再資源化に係わる技術開発を推進  137（ 7％）［８］ 

９ 再利用・再資源化しやすい製品を開発        116（ 6％）［９］ 

10 産業廃棄物の有効利用に関する調査研究活動に参加   77（ 4％）［10］ 

（その他 60） 

「社員教育を徹底」による効果（選択回答） 

１ 発生量の削減        543 

（自ら利用又は有価物取引の増加） 

２ 環境保全の推進、社会貢献  220 

３ 再利用、再生利用の推進   127 

４ 処理費用の削減       117 

５ 最終処分量の削減       56 

６ 自社のイメージアップ     40 

７ 特になし           19 

（無回答 73） 

「分別の徹底」による効果（選択回答） 

１ 発生量の削減        647 

（自ら利用又は有価物取引の増加） 

２ 処理費用の削減       325 

３ 再利用、再生利用の推進   222 

４ 環境保全の推進、社会貢献  133 

５ 最終処分量の削減       95 

６ 特になし           32 

７ 自社のイメージアップ     14 

（無回答 97） 

取組を実施していない理由（選択回答） 

１ 実施しなくても特に困らない          215（22％） 

２ 下請の仕事が主で、取組を主導できる立場にない 144（15％） 

３ どのように取り組んだらよいかわからない    138（14％） 

４ 適切な再生技術等がない            111（11％） 

５ 経費をかけられない              100（10％） 

６ 効果が期待できない               45（ 5％） 

７ 資源循環等に適した処理施設が近くにない     10（ 1％） 

（その他 210、無回答 23） 

 

取
り
組
ん
で
い
な
い 

 69 



 

 

イ 産業廃棄物（品目別）及び事業系一般廃棄物の処理が困難と感じている主な原因 

原因 

種類 

処理費用

が高い 

分別が困

難である 

再利用が

できない 

委託先 

の確保 

が困難 

その他 無回答 事業所数 

廃プラスチック類 40 41 81 17 49  5 157 

汚泥 42 11 36 21 22  2 100 

木くず 28  7 35  5 25 10 81 

廃油 18  9 26  9 25  6 69 

ガラス陶磁器くず 24 14 28 10 19  6 66 

特別管理産業廃棄物 

（感染性廃棄物以外） 
35  3 12 40 17  0 64 

金属くず  6 11 29  4 18  5 56 

特別管理産業廃棄物 

（感染性廃棄物） 
16  5 30  3 13  2 47 

紙くず  4  3 16  0 17  6 38 

事業系一般廃棄物 12  9 16  6 19  2 38 

燃え殻  6  3  6  9  8  1 26 

がれき類  4  4  9  5  8  1 19 

廃アルカリ  3  4 10  3  4  1 18 

廃酸  6  2  7  4  5  0 16 

ゴムくず  4  2  6  3  3  0 13 

動植物性残さ  6  3  6  4  4  0 12 

繊維くず  2  4  6  0  0  1 9 

鉱さい  4  1  1  1  0  1 6 

動物の死体  0  1  1  1  0  0 2 

ばいじん  1  0  1  1  0  0 2 

動物系固形不要物  0  1  0  0  0  0 1 

動物のふん尿  0  0  1  1  0  0 1 

   （注１） 2,969 事業所のうち 574 事業所から回答（複数選択可）。 

   （注２） 「委託先の確保が困難」とは、近隣に処理施設がない等の理由による。 

 

 

  原因ごとの順位 

順位 処理費用が高い 分別が困難である 再利用ができない 委託先の確保が困難 

１ 汚泥 42 廃プラスチック類 41 廃プラスチック類 81 
特別管理産業廃棄物 

（感染性廃棄物以外） 40 

２ 廃プラスチック類 40 ガラス陶磁器くず 14 汚泥 36 汚泥 21 

３ 
特別管理産業廃棄物 

（感染性廃棄物以外） 35 汚泥、金属くず 11 木くず 35 廃プラスチック類 17 

４ 木くず 28 
廃油、 

事業系一般廃棄物 9 感染性廃棄物 30 ガラス陶磁器くず 10 

５ ガラス陶磁器くず 24 木くず 7 金属くず 29 燃え殻、廃油 9 
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８ 県民理解促進事業（27 年度）の概要 

 

（１）概要 

県では、（公財）栃木県環境保全公社及び（公社）栃木県産業廃棄物協会と共に「廃棄物処

理施設イメージアップ研究会」を設置し、廃棄物処理施設に対する県民の理解促進を図るた

め、廃棄物処理施設の役割、安全性に関する情報発信、廃棄物処理業者の資質向上等に関す

る事業を実施しています。 

 

（２）事業内容 

ア 処理施設見学バスツアーの開催 

・ 県民を対象に、廃棄物処理施設、廃棄物の発生抑制等に取り組む工場等の見学バスツ

アーを年３回（８月、11月、３月）開催 

 

イ 処理業者向けフォーラムの開催 

・ 廃棄物処理業者の資質向上を目的とした講演会を開催 

 

ウ 処理施設紹介動画『廃棄物処理施設探検隊』の製作及び公開 

・ 県内の処理施設を紹介する動画を制作し、県ホームページ及び YouTube で公開 

 

エ 見学可能施設情報の公開 

・ 一般の見学者を受け入れている廃棄物処理施設を県ホームページで紹介 

 

オ イベント出展 

・ 県民の日等のイベントにおいて、バスツアー、処理施設紹介動画等に関するパネル展示

等を実施 

 

カ テレビ番組の制作 

・ 県政に関するテレビ番組（とちぎテレビ『週刊とちぎ元気通信』及び県内ケーブルテ

レビ『県政ピックアップ』）において、処理施設等に関する番組を制作 

 

キ 環境学習出前授業の実施 

・ 県内の小学校に出向き、リサイクルの重要性、処理施設の役割等に関する授業を実施 

 

（３）その他 

県民理解促進事業に関する詳細については、県ホームページを御覧ください。 
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９ この計画で使用する用語の解説 

＜ア行＞ 

安定型最終処分場 

安定型産業廃棄物のみを埋め立てることができ

る最終処分場のこと。搬入された産業廃棄物を埋

め立てられる前に積み荷を展開して検査すること

等により、安定型産業廃棄物以外の産業廃棄物の

混入防止が図られている。また、周辺の地下水へ

の影響がないことを確認するため、定期的な地下

水の水質検査及びその公表が義務付けられている。 

安定型産業廃棄物 

性状が安定している産業廃棄物のこと。具体的

には、廃プラスチック類、ゴムくず、金属くず、

ガラス陶磁器くず及びがれき類（有害な物質を含

むもの等を除く。）が該当する。 

石綿 

天然に産出する繊維状けい酸塩鉱物で、「アスベ

スト」とも呼ばれる。耐火性、断熱性等に優れ、

安価であったことから、高度経済成長期には鉄骨

造建築物の耐火被覆材等として多く使用された。

肺に入ると中皮腫や肺がんの原因となることから、

現在は石綿を含有する製品の製造、使用等が原則

として禁止されている。 

一般廃棄物 

産業廃棄物以外の廃棄物のこと。一般廃棄物は、

「ごみ」と「し尿」に区分され、さらに、「ごみ」

は、一般家庭の日常生活に伴い発生した「生活系

一般廃棄物」と商店、オフィス、レストラン等の

事業活動により発生した「事業系一般廃棄物」に

区分される。 

エコアクション 21 認証・登録制度 

中小事業者等においても容易に環境配慮の取組

を進めることができるよう、環境マネジメントシ

ステム、環境パフォーマンス評価及び環境報告を

一つに統合した国の制度。幅広い事業者に対し、

省エネルギー、廃棄物の削減等の環境配慮の取組

を効果的かつ効率的に行うシステムを構築すると

ともに、これらの環境配慮の取組に関する目標を

立てて行動し、結果を取りまとめ、評価し、報告

するための方法を提供している。 

エコキーパー事業所認定制度 

事業所における自主的な地球温暖化対策を促進

するため、21 年度に県が創設した制度。事業活動

において温室効果ガスの排出抑制、廃棄物及び資

源物の分別回収等の取組を行っている事業所を

「エコキーパー事業所」として認定している。 

＜カ行＞ 

カスケードリサイクル 

「再生利用」の一種。通常は再生利用の際の加

熱処理等により素材の品質が劣化することから、

その品質に応じて、元の使用済製品とは異なる種

類の製品を製造すること。 

【参考】コラム 12（p46）、コラム 13（p46） 

家電リサイクル法 

正式名称は、「特定家庭用機器再商品化法」。エ

アコン、テレビ、洗濯機、冷蔵庫及び冷凍庫につ

いて、小売業者に対し消費者からの引取り及び引

き取った廃家電の製造業者等への引渡しを、製造

業者等に対し引き取った廃家電の一定水準以上の

リサイクルの実施を、それぞれ義務付けている。 

環境基本法 

環境の保全に関する施策を総合的かつ計画的に

推進し、現在及び将来の国民の健康で文化的な生

活の確保に寄与するとともに、人類の福祉に貢献

することを目的とした法律。環境基本計画の策定、

環境基準の設定等、我が国における環境の保全に

関する施策の基本的な事項を定めている。 

環境マネジメント 

事業者が、自ら環境に関する方針、目標等を定

め（Ｐlan）、これらの達成に向けて取り組み（Ｄo）、

その結果を評価し（Ｃheck）、改善する（Ａction）

というプロセス（ＰＤＣＡサイクル）を継続して

行うこと。 

感染性廃棄物 

病院等から生じた廃棄物のうち、人が感染し、

又は感染するおそれのある病原体が含まれ、若し

くは付着し、又はこれらのおそれのある廃棄物の

こと。 

管理型最終処分場 

管理型産業廃棄物を埋め立てる最終処分場のこ

と。埋立地から出る浸出水による地下水等の汚染

を防止するため、埋立地の側面及び底面を特殊な

シート等で覆い、浸出水を集める集水設備、集め
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た浸出水を浄化する設備等を備えている。 

県が整備を進めている県営馬頭最終処分場は、

この種類の最終処分場に該当する。 

管理型産業廃棄物 

安定型産業廃棄物以外の産業廃棄物（有害な物

を除く。）のこと。具体的には、燃え殻、ばいじん、

汚泥、鉱さい、木くず等が該当する。 

建設リサイクル法 

正式名称は、「建設工事に係る資材の再資源化等

に関する法律」。一定規模以上の建設工事について、

その受注者に対し、コンクリート、木材等の分別

解体、再資源化等を義務付けるとともに、適正か

つ円滑な再資源化等を図るため、発注者による工

事の事前届出制度、解体工事業者の登録制度等を

設けている。 

減量化率 

廃棄物の排出量のうち減量化された量の割合 

公共関与（産業廃棄物処理施設） 

産業廃棄物処理施設は、民間の排出事業者又は

処理業者による設置を原則としているが、その整

備が進まない場合等に、自治体等が直接的又は間

接的に関与することにより、産業廃棄物処理施設

を整備すること。 

鉱山保安法 

鉱山労働者に対する危害を防止するとともに、

鉱害を防止し、鉱物資源の合理的開発を図るため

に制定された法律。鉱業から排出される汚泥、鉱

さい等は、同法に基づき採取地に埋め戻す処理が

行われており、他の業種の産業廃棄物とは処理体

系が異なっている。 

小型家電リサイクル法 

正式名称は、「使用済小型電子機器等の再資源化

の促進に関する法律」。デジタルカメラ、ゲーム機

等の使用済小型電子機器等の再資源化を促進する

ために制定され、国の認定を受けた再資源化事業

計画に基づく事業については、廃棄物処理業の許

可等に関する特例措置等が設けられている。 

ごみ処理の有料化 

廃棄物の排出量に応じた負担の公平性の確保を

目的に、市町村が、一定規格のごみ袋の使用の義

務付け等により、排出者から一般廃棄物の処理に

関する手数料を徴収すること。住民の意識改革に

よる廃棄物の発生抑制及びそれに伴う廃棄物の処

理コストの低減、資源物の分別の促進等の効果も

期待される。 

【参考】コラム３（p9）、コラム９（p39）、コラム

10（p43）、コラム 11（p44） 

＜サ行＞ 

サーマルリサイクル 

→「熱回収」 

災害廃棄物 

地震、豪雨、竜巻等に起因する自然災害により

発生した廃棄物のこと。 

【参考】コラム８（p37） 

最終処分 

最終処分場に廃棄物を埋め立てること。最終処

分に当たっては、あらかじめ廃棄物の破砕、選別、

脱水、焼却等による減量化、無害化等をする必要

がある。 

最終処分場 

一般廃棄物又は産業廃棄物を埋め立てるための

場所、施設及び設備の総体をいう。産業廃棄物の

最終処分場については、廃棄物処理法に基づき、

「安定型」、「管理型」及び「遮断型」の３つの種

類に区分され、それぞれ埋め立てることができる

産業廃棄物の種類、構造基準及び維持管理基準が

定められている。一般廃棄物の最終処分場につい

ては、種類の区分はなく、産業廃棄物の「管理型」

最終処分場と同様の構造基準及び維持管理基準が

定められている。 

最終処分率 

廃棄物の排出量のうち最終処分された量の割合 

再使用 

いったん使用された製品、部品、容器等を再び

使用することで、「リユース」とも呼ばれる。具体

的には、あるユーザーから回収された使用済機器

等をそのまま又は修理等を行い、再び別のユー

ザーが利用する「製品リユース」、ユーザーから回

収された使用済機器等から再使用可能な部品を選

別し、そのまま又は修理等を行った上で再び使用

する「部品リユース」、製品を提供するための容器

等を繰り返し使用する「リターナブル」等がある。 

循環型社会形成推進基本法では、天然資源の消

費の抑制等の観点から、「発生抑制」、「再使用」、「再
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生利用」、「熱回収」、「最終処分」の順に優先して

取り組むこととされている。 

【参考】コラム１（p4）、コラム 11（p44） 

再生利用 

廃棄物を原材料として再利用することで、「マテ

リアルリサイクル」とも呼ばれる。効率的な再生

利用のためには、排出者による分別、付着した汚

れ等の除去等に加え、製品等の製造段階における

材質の均一化、材質表示等の工夫等が求められる。 

循環型社会形成推進基本法では、天然資源の消

費の抑制等の観点から、「発生抑制」、「再使用」、「再

生利用」、「熱回収」、「最終処分」の順に優先して

取り組むこととされている。 

【参考】コラム１（p4）、コラム４（p12）、コラム

６（p33）、コラム７（p36）、コラム 12（p46）、

コラム 13（p46）、コラム 14（p47） 

再生利用事業計画認定制度 

食品リサイクル法に基づき、食品関連事業者が

肥飼料化等を行う事業者、農林漁業者等と共同し

て作成した食品廃棄物の肥飼料化からその飼料、

肥料等を利用し、生産した農畜水産物等の利用に

至るまでの計画を国が認定する制度で、「食品リサ

イクルループ認定制度」とも呼ばれる。認定を受

けた計画に基づく事業には、廃棄物処理法、肥料

取締法等に関する特例措置が設けられている。 

（産業廃棄物）再生利用指定制度 

再生利用されることが確実であると知事が認め

た産業廃棄物の再生利用を容易に行えるよう、知

事の指定を受けた者に対し、産業廃棄物処理業の

許可を不要とする制度のこと。 

再生利用率 

廃棄物の排出量のうち再生利用された量の割合。

熱回収に寄与した廃棄物の量は、再生利用された

量には含まれていない。 

在宅医療廃棄物 

栄養剤バッグ、吸引チューブ、カテーテル類、

注射針等、在宅医療に伴い家庭から排出される廃

棄物のこと。注射針等の鋭利なものは、医療機関

に持ち込み、感染性廃棄物として処理することが

望ましく、その他のものは、通常の一般廃棄物と

して市町等が処理を行う。 

産業廃棄物 

事業活動に伴って生じた廃棄物のうち、燃え殻、

汚泥、廃油、廃酸、廃アルカリ、廃プラスチック

類等の 20 種類に該当する廃棄物をいう。廃棄物処

理法では、産業廃棄物は、排出事業者が、責任を

持って、自ら処理することが原則とされている。 

【参考】コラム 15（p52） 

残余容量 

今後最終処分場に廃棄物を埋め立てることがで

きる容量のこと。 

事業継続計画 

自然災害等の非常時において、事業資産の損害

を最小限にとどめつつ、中核となる事業の継続又

は早期復旧を可能とするため、平時における活動、

非常時における事業継続のための方法等をあらか

じめ定め、文書化したもので、「ＢＣＰ（Ｂusiness  

Ｃontinuity Ｐlan）」とも呼ばれる。 

資源有効利用促進法 

正式名称は、「資源の有効な利用の促進に関する

法律」。事業者による使用済製品の自主回収及び再

生利用、製品の省資源化、長寿命化等による廃棄

物の発生抑制、製品の製造等に伴う副産物の発生

抑制等を促進し、循環型経済システムの構築を図

ることを目的としている。 

自動車リサイクル法 

正式名称は、「使用済自動車の再資源化等に関す

る法律」。使用済自動車に係る廃棄物の適正な処理

及び資源の有効利用を図るため、自動車製造業者、

関連事業者等に対し、使用済自動車の引取り及び

引渡し、再資源化等を義務付けるとともに、その

ために必要な費用は、自動車の所有者が、原則と

して新車の購入の際に、再資源化預託金として負

担することとしている。 

始動用電源 

非常災害時に商用電源が遮断された状態におい

て、焼却施設１炉を立ち上げることができる電源

を確保するために設置された常用又は非常用の発

電機のこと。 

集団回収 

市町等による資源物の回収とは別に、自治会、

ＰＴＡ、子供会等の地域住民団体が、自主的に古

紙、空き缶、空き瓶等の資源物を回収し、資源回

収業者等に引き取ってもらう取組のこと。 

【参考】コラム６（p33）、コラム９（p39） 
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循環型社会 

廃棄物の発生を抑制し、不要となった物のうち

製品等として使用できるものは再使用し、その上

で、排出された廃棄物については、原材料として

利用できるものはできるだけ再生利用し、再生利

用ができないものは焼却する際に発生する熱エネ

ルギーを有効利用し、どうしても有効利用できな

いものについては、最終的に適正に処分すること

により、天然資源の消費を抑制し、環境への負荷

ができる限り低減される社会のこと。 

【参考】コラム１（p4） 

循環型社会形成推進基本法 

循環型社会の形成に関する施策を総合的かつ計

画的に推進し、現在及び将来の国民の健康で文化

的な生活の確保に寄与することを目的とした法律。

循環型社会の形成に関する基本原則、循環型社会

形成推進基本計画の策定、関係主体の責務等、我

が国における循環型社会の形成に関する施策の基

本的な事項を定めている。 

食品リサイクル法 

正式名称は、「食品循環資源の再生利用等の促進

に関する法律」。食品廃棄物等の発生抑制及び減量

化による最終処分量の減少、食品関連事業者によ

る食品廃棄物等の再生利用の促進等を目的として

いる。食品関連事業者には、業種別に再生利用等

の実施目標が定められ、食品廃棄物等の発生量が

年間 100 トン以上である場合には、食品廃棄物等

の発生量等の定期報告が義務付けられている。 

【参考】コラム 10（p43） 

食品リサイクルループ認定制度 

→「再生利用事業計画認定制度」 

食品ロス 

本来食べられるにもかかわらず、廃棄されてい

る食べ物のこと。具体的には、賞味期限が切れた

食材、生鮮食品、総菜等の売れ残り、家庭、飲食

店等における食べ残し等がある。 

【参考】コラム 10（p43） 

処理業者 

排出者から廃棄物の収集運搬又は処分を委託さ

れた事業者のこと。排出者から廃棄物の収集運搬

又は処分の委託を受けて事業を行うためには、原

則として、廃棄物処理法に基づく許可を受けなけ

ればならない。 

水銀に関する水俣条約 

水銀が及ぼすリスクから人の健康や環境を保護

するための包括的な規制を定めた条約で、25 年 10

月に熊本県で開催された外交会議で採択された。

それに伴い、国内では、新たに「水銀による環境

の汚染の防止に関する法律」が制定されたほか、

関係法令の改正等が進められている。 

水平リサイクル 

再生利用の一種で、使用済製品から再生された

素材を利用して、再び同一種類の製品に戻すこと。

同一製品を繰り返し使用でき、持続可能性が高い

ことから、再生利用に伴う素材の品質の劣化、エ

ネルギー使用量の抑制等の課題がクリアできれば、

「カスケードリサイクル」に優先する。 

【参考】コラム 12（p46）、コラム 13（p46） 

＜タ行＞ 

多量排出事業者 

前年度において産業廃棄物の発生量が 1,000 ト

ン以上又は特別管理産業廃棄物の発生量が 50 トン

以上である事業場を設置している事業者のこと。

廃棄物処理法に基づき、事業場における産業廃棄

物の減量等に関する計画の提出及びその実施状況

の報告が義務付けられている。 

中間処理 

リサイクルの一環又は最終処分の前処理として、

破砕、選別、脱水、焼却等により、廃棄物の減量

化、無害化等をすること。 

電子マニフェスト制度 

紙のマニフェスト（産業廃棄物管理票）の交付

に代えて、排出事業者、産業廃棄物処理業者等が

通信ネットワークを利用して、排出事業者が委託

した産業廃棄物の流れを管理する仕組みのこと。

紙のマニフェストを交付する場合と比較すると、

事務処理に要する時間やコストを削減することが

できるほか、廃棄物処理法では、この制度の活用

が優良産廃処理業者認定制度における認定要件の

一つに位置付けられている。 

登録再生利用事業者制度 

食品リサイクル法に基づき、食品循環資源を原

材料とする肥飼料化等を行う事業者を国が登録す

る制度のこと。登録を受けた場合には、再生利用

事業計画認定制度に準じた特例措置が設けられて

いる。 
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栃木県リサイクル製品認定制度 

廃棄物等の発生抑制及び資源の循環的な利用の

促進並びにリサイクル産業の育成を図り、本県の

地域特性を生かした循環型社会の形成を図るため、

16 年度に県が創設した制度。主に県内で発生した

廃棄物等を原材料とし、県内の事業所で製造され

ていること、県内で販売されているものであるこ

と等、一定の要件に適合していると知事が認めた

リサイクル製品を「とちの環エコ製品」として認

定している。 

【参考】コラム７（p36）、コラム 14（p47） 

とちの環エコ製品 

「栃木県リサイクル製品認定制度」に基づき、

主に県内で発生した廃棄物を原材料とし、県内の

事業所で製造されていること、県内で販売されて

いるものであること等、一定の要件に適合してい

ると知事が認めたリサイクル製品のこと。 

【参考】コラム４（p12） 

＜ナ行＞ 

熱回収 

廃棄物を焼却する際に発生する熱エネルギーを

回収し、有効利用すること。「サーマルリサイクル」

又は「サーマルリカバリー」とも呼ばれる。具体

的には、回収した熱エネルギーを利用して発電し

た電力を施設内外で利用している事例、回収した

熱エネルギーを施設内の冷暖房、給湯等に利用し

ている事例、周辺施設に熱エネルギーとして供給

し、温水プール、地域暖房等に利用されている事

例等がある。 

循環型社会形成推進基本法では、天然資源の消

費の抑制等の観点から、「発生抑制」、「再使用」、「再

生利用」、「熱回収」、「最終処分」の順に優先する

こととされている。 

【参考】コラム１（p4）、コラム５（p15）、コラム

７（p36） 

＜ハ行＞ 

バイオガス 

家畜ふん尿、農作物残さ、食品廃棄物、下水汚

泥等の有機性廃棄物を発酵させることにより生じ

るメタンガス等の可燃性ガスのこと。 

バイオマス 

生物由来の再生可能な有機性資源で、化石燃料

以外のもののこと。廃棄物系バイオマスとしては、

紙くず、木くず、家畜排せつ物、食品廃棄物、下

水汚泥等がある。 

排出者責任 

廃棄物を排出した者が、自らが排出した廃棄物

の処理について責任を負うこと。 

排出抑制 

発生抑制及び再使用の取組により、不要となっ

た物を廃棄する量をできるだけ減らすこと。 

【参考】コラム２（p6）、コラム９（p39）、コラム

10（p43）、コラム 11（p44） 

発生抑制 

将来廃棄物となる可能性のある物をできるだけ

減らすことで、「リデュース」とも呼ばれる。 

循環型社会形成推進基本法では、天然資源の消

費の抑制等の観点から、「発生抑制」、「再使用」、「再

生利用」、「熱回収」、「最終処分」の順に優先する

こととされている。 

【参考】コラム１（p4）、コラム２（p6）、コラム

９（p39）、コラム 10（p43） 

ＰＣＢ 

ポリ塩化ビフェニルのこと。ＰＣＢは、その耐

熱性や絶縁性を利用して電気絶縁油、感圧紙等、

様々な用途に用いられてきたが、慢性的な摂取に

より体内に徐々に蓄積し、様々な症状を引き起こ

すことが明らかになり、現在は製造及び輸入が原

則として禁止されている。 

ＰＣＢを含む廃棄物については、ＰＣＢ廃棄物

処理特別措置法に基づき、38 年度末までに全ての

処理を完了することとされている。 

非常災害 

主に自然災害を対象とし、地震、豪雨、竜巻等

に起因する被害が予防し難い程度に大きく、平時

の廃棄物処理体制では対処できない規模の災害の

こと。 

【参考】コラム８（p37） 

不法投棄 110 番 

不法投棄、野焼き等の不適正処理事案の早期発

見及び早期対応を目的として、広く県民等から不

法投棄等に関する情報を受け付けるために県が設

けた通報体制のこと。県民等は、県の環境森林事

務所又は環境管理事務所への電話連絡のほか、県

ホームページ上の「不法投棄等情報提供フォーム」

により通報することができる。 
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放射性セシウム 

放射線を出す能力（放射能）を持つ物質の一種。

原子力発電所の稼働に伴って生じる放射性セシウ

ムとしては、セシウム 134（半減期 2.1 年）及びセ

シウム 137（半減期 30 年）の２種類がある。 

放射性物質汚染対処特措法 

正式名称は、「平成 23 年３月 11 日に発生した東

北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故に

より放出された放射性物質による環境の汚染への

対処に関する特別措置法」。当該事故に由来する放

射性物質による環境の汚染が人の健康又は生活環

境に及ぼす影響を速やかに低減することを目的と

して、当該放射性物質に汚染された廃棄物の処理、

当該放射性物質に汚染された土壌等の除染等の措

置等、当該放射性物質による環境の汚染への対処

に関し、国、地方公共団体、関係原子力事業者等

が講ずべき措置等を定めている。 

廃棄物の処理については、放射能濃度が 8,000

ベクレル/kg 超の廃棄物は指定廃棄物として国が

処理すること、8,000 ベクレル/kg 以下の廃棄物を

処理する際の基準等が定められている。 

＜マ行＞ 

マテリアルリサイクル 

→「再生利用」 

マニフェスト 

正式名称は、「産業廃棄物管理票」。排出事業者

が産業廃棄物の処理を委託する場合に、廃棄物の

処理状況の把握、管理等をするため、廃棄物処理

法に基づき、排出事業者が産業廃棄物の種類、数

量等を記載し、委託者に交付する帳票のこと。複

写式の紙伝票を利用するもののほか、通信ネット

ワークを利用する「電子マニフェスト」がある。 

＜ヤ行＞ 

優良産廃処理業者認定制度 

排出事業者が優良な産業廃棄物処理業者を選択

しやすい環境を整備することで、産業廃棄物処理

業全体の優良化を図るため、都道府県知事等が、

優良な能力及び実績を有する産業廃棄物処理業者

を認定する制度。優良認定を受けるためには、一

般的な許可基準に加え、遵法性、事業の透明性、

環境配慮の取組の実施、電子マニフェストの利用、

財務体質の健全性等の基準に適合していることが

必要となる。優良認定を受けた産業廃棄物処理業

者は、産業廃棄物処理業の許可の有効期間が従来

の５年から７年に延長されるほか、優良マークの

付いた許可証が交付される。 

容器包装リサイクル法 

正式名称は、「容器包装に係る分別収集及び再商

品化の促進等に関する法律」。消費者による分別排

出、市町村による分別収集、事業者による再商品

化等、それぞれの役割分担を定め、それぞれが一

体となって容器包装廃棄物の適正処理及び資源の

有効利用を図ることとしている。 

【参考】コラム６（p33） 

溶融スラグ 

廃棄物又はその焼却後に残った灰等を 1,200℃

以上の高温で溶かした後、冷却して固めた物のこ

と。道路の舗装及び側溝、造成工事の際の盛土材

等の原材料として使用されている。このほか、溶

融スラグ化には、最終処分量の削減、有害物質の

無害化等のメリットがある。 

【参考】コラム４（p12） 

＜ラ行＞ 

リサイクル 

廃棄物を原材料等として利用すること。リサイ

クルは、原材料として再利用する「再生利用」と

廃棄物を焼却する際に発生する熱エネルギーを回

収し、有効に利用する「熱回収」に区分される。 

【参考】コラム１（p4）、コラム４（p12）、コラム

５（p15）、コラム６（p33）、コラム７（p36）、

コラム 12（p46）、コラム 13（p46）、コラ

ム 14（p47） 

リターナブル容器 

容器の中身を消費した後に回収され、洗浄等を

することで繰り返し使用できる容器のこと。具体

的には、牛乳瓶、ビール瓶等のリターナブル瓶、

コーヒーショップにおけるリターナブルカップ等

がある。 

【参考】コラム 11（p44） 

リデュース 

→「発生抑制」 

リユース 

→「再使用」 
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